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経済学研究 35四3
北海道大学 1986.1 

軍拡・軍縮の経済学

序

?に
本木

本稿執筆の動機は，つぎの点にある。

私は7年前から，政治，法律，思想，物理，

環境科学の研究者と共同で，北大教養部の総合

講議「平和の学際的研究」を担当してきた。毎

年この講議を共同で準備しながら痛感するの

は，現代の戦争と平和の問題を語ることにおけ

る，経済学の弱さである。その一半は私個人の

経済学の弱さのせいだろうと思うけれども，つ

とめて渉猟した先学の諸論稿を読んでなお，そ

の感は拭えない。政治学，法律学や自然科学の

ある分野には，現代の戦争・平和そのものを研

究テーマとする人々が少数ながらいるのに対し

て，経済学にはそうした研究者は皆無にちかし、。

このテーマを掲げた著作の刊行はとくに近年移

しいが，その中で明白な経済学の著作としては，

坂井昭夫氏の『軍拡経済の構図~l) を挙げると，

それに続けうるものがほとんどない。

昨年 (1984年)秋の経済理論学会は，軍拡・

軍縮の経済学という問題を共通論題として取り

上げていたが， このほどその報告・討論の全容

が学会年報として刊行された幻。参加者の顔ぶ

れからして，これは現在の経済学界における戦

争・平和研究の水準を包括的に示すものといっ

てよいだろうが， これを読んでなお， これまで

の私の印象は解消されることがなかった。この

報告・討論における稔りの乏しさは 4点に起

1 )坂井昭夫『軍拡経済の構図』有斐閣， 1984年。
2)経済理論学会年報第:22集『軍拡と軍縮の政治経済
学』青木書庖， 1985年。
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因するように思われる。

第1の要因は，第2次大戦後の世界経済の動

態と構造にかんする研究の蓄積の乏しさであ

る。世界経済の本格的な分析から戦争・平和の

問題を否応なしに引き出すような著述に，われ

われはほとんど接していない。(本稿1， 2節

でその意味を立ち入つてのベる。)第2に， 学

会参加者は各自の専門領域から多かれ少なかれ

離れて討論しているわけであるが，その立脚点

が，或る者にはレーニンの「帝国主義論J，或る

者には「ムダの制度化」論，また米ソ対立や核

問題の現実，等々であって，そもそも経済学で

の戦争・平和研究の課題がどのようなひろがり

をも h その中でし、まどの部分を議論している

のかという，共通の理解がない。第3に，経済

学以外の諸分野で問題にされている論点や議論

の内容への無関心。経済学上の議論の多くが狭

い内輪にしか通じないもので，他の領域の研究

成果と交わり刺戟し合う余地が，はなはだしく

少ないのである。第4に，同じく国際的な平和

運動などから生れる理論上の問題への無関心。

いうまでもなく，平和運動の多くは民衆の素朴

な平和の切望に立脚しており，そこから生まれ

る「理論Jも，アカデミズムには非理論的と映

るものが少なくない。国連の報告書にさえもそ

うL寸面が見受けられる。また周知のように現

在，地球を数十四破壊するに足るオーバーキル

の軍備があるとすれば，それはもはや経請的合

理性では説けず，またそれを批判する理論も狭

義の経済学に馴染むようなものでなし、。そうし

た一見素朴な議論の中に理論への芽をみつける
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努力なしには，このテーマにかんする経済学の

進展は議めない。思~資本主義における

いて，私は国連の報告等はほと

ーんどf百Jも明らかにしているものじゃないと思っ

ておりますjむ といって…離する骸慢さをもっ

ては， この主題に立ち入ることができないと知

るぺきで、ある。

以上の4点はしかし.どれひとつ私にさ告では

まらぬものがない。私議身の反省、点ぜな列挙した

といってもよし、。本橋はそうした反省、に立った，

「軍故・率慈の緩済学」にかんする論点整理の

試みである O 以下，研究の枠ぐみと論点を犬き

く四つの項目に分けて論ずる。この密項目は，

lからIl. 五からEとL、う議論の進行を内

んで、いる。しかし同時te:.. IからHに移ればも

はや iが無用になるとかがEより低い位置

につくといったものではまったくなL、。 I~N

から出諮った語論点が.r寧拡と
の課題の総体さと示すものではないか， というこ

とをし巾、たいので、ある。

1. 現代帝盟主義論

第2次大戦後，経済学が戦争〔家国主義，

の鵠鶏を論ずる際の理論i二

となったのは，なんといってもし/ーニン

の『帝慣主義論Jl(1917年)であった。この小龍

子比今世紀の独占費本の連動と帝国主義戦争

との連関せと始めて明確に理論化した。

『帝国主義論』の方法を第2次大戦後の情勢

分析に適用するという

一般的だったのは，まず悶欝の構成に笑って帝

菌主磯のいわゆる五つの経済的標識に最新の資

料を当て?ついで資本主義の寄生性と腐将の深

北を論じ，然るのち，現在の新しい基本的事項

(社会主義際営の存在，機民地体制jの崩壊，そ

こから全般的1危機の新しい段潜〉をま設立てして

加えていく， というやり方だった。こういう情

勢論の組み立ではコミンテルン時代に生れ，大

3)上掲怒 74頁。

戦後に引き継がれたものであるめ。それが新し

い時代の情勢分析の方法として重大な難点をも

っていたことは，以下の考察からもある諜震わ

かるはずで、ある o

第2次大戦後の実際の戦争や家事対立が，上

よってどう説かれたのか，それ

・社会主

義の体制龍対立，植民地の解放題争，の三三面か

ら特畿づけてみたい。

(1) ~平野間主義捻J 札独占資本の運欝と第 1

次大戦との内的，必然的なかかわりを解明した

という意味で，帝国定義戦争の「必然性」

をのべたと読みとられた。少くとも1960

まで，そのようなv…ニン解釈が当然の

こととされていたのであっ

たとえばスター Pンの戦後の代表的な論文

fソ同盟における社会主義の緩詩的諸問謀議J

(1952年〉札その点~当時の情勢にかかわら

ぜてつぎのようにのべている。大戦の戦勝盟イ

ギリス・フランスは依然帝悶主義露である以

上，アメ 1)iちに追縦しとおすはずがない。一方

敗戦醤ドイツ・日本も，再び立、上ってアメザ

カ支配体制の打破をめざすのは必迭である。

「このようにみてくると，資本主義諮問聞の戦

争は今日でも依然不可避だといえる。帝揮主義

が不可避に戦争食生むというレ…ニンのテーゼ

は……Jめく今宿でも正し¥，，) Q 

当時，欝速の場や科学者グノレ…ブ等々か

として起った平和，議縮，反核の遼重さにたい

してスターリンは，平和連動そのものは資本主

義打燐~êI的にしていないがこの運動によって

当麗の戦争が防ぎ止められれば帝霞主義はいっ

そう困難におちいる，だが平和灘欝の役割はそ

*でであって，i戦争の不可避性役取り除くた

4)摘稿「相対的安定期の分析視角ーコミンテノレンの
t!t界経済論(1)(2)(3)J(;11:* Ii'経済学研究』第24巻
1 3号. 1974年3，7， 怠jヲにおいてやL詳し
く

5)スターリン『ソ
問題~ (1詰52年} の第6節
争の不可滋俊にかんする問題jよち引用。
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めには，帝国主義を絶滅しなければならなL、」め

と論断した。このように階級闘争をはっきり上

位におく平和運動家と，いわば平和を至上とす

る運動家とが当時多くの局面で協同しえたの

は，運動の若さと共に，平和勢力としての当時

の社会主義のイメージを反映しているのであろ

う。

このスターリン論文から約3年後 (1956年2

月)に聞かれたソ連共産党第20回大会で，スタ

ーリン批判が行なわれるのであるが，同時にこ

の20回大会の中央委員会報告で， フルシチョフ

が始めて， {戦争の不可避性を克服する可能性，

および二つの体制の恒久的な平和的共存の可能

性〉を公認した。すなわち，社会主義や平和勢

力の伸長に押され， また核戦争に勝利者はない

という事実にも押されて， ブルジョア諸国の指

導者内部にも目ざめの兆候が現れた， とこの報

告はし、ぅ。そして「帝国主義が存続するかぎり

戦争は不可避であるというマルクス・レーニン

の命題」は， レーニン時代には「絶対に正しか

ったJ，が， I現在では情勢は根本的に変化し

た。J7)

このように報告は， {かつて帝国主義戦争は不

可避だゥたが，今日情勢が根本的に変化して不

可避でなくなった〉と説く。いうまでもなくス

ターリン， フルシチョフといったソ連指導者の

言明は，当時ただちに世界のマルクス主義者の

「定説」になったのであって，同時代に書かれ

た轄しい著述に同じ論調がみられる。 1960年の

いわゆるモスクワ声明 (81ヶ国共産党・労働者

党代表による) も， I世界戦争を始めようとす

る帝国主義的侵略者の企みを阻止できる時がき

たJ8) と，同じ観点を示した。 この観点は今日

まで各国のマルクス主義政党によって基本的に

継承されているといってよいであろう。

6)問じく第6節の末尾。
7)ソ同盟共産党第20回大会中央委員会報告(フルシ
チョフ)第1部「ソ同盟の国際的地位」より引
用。邦訳は青木文庫版を利用した。
8)モスグワ声明(共産党・労働者党代表者会議の声

明)第3項。

以上のような論のすすみの中では， レーニ Y

I帝国主義論』はいわば不可侵とされたわけで

あるが，それはまfこ換言すれば『帝国主義論』

の棚土げを意味した。つまり現代の戦争の可避

J 不可避問題はもっぱら帝国主義の本性とは別

の次元で論じられたわけであって， w帝国主義

論』じたし、の発展の課題は，生れようがなかっ

た。極言すれば， I戦争の不可避性から可避へ」

とし、う重大な情勢変化の論に，経済分析の新し

い水準は必要とされなかったのである。

上に私は，たとえばモスクワ声明の観点は基

本的に今日まで継承されているとのべたが， 60 

年代中期のフルシチョフ解任や国際共産主義運

動内部の論争などをへて， I戦争の不可避性」

問題にもかつてほど一義的でない解釈が生じて

いることを，つけ加えなければならない。わが

国でもたとえば，1レーニンは戦争の不可避を説

いたが…・..Jという解釈を止めて，むしろレー

ニン自身が戦争を絶対に不可避とみていたわけ

でないとする論稿に，近年しばしば接するの。

また一方では， レーニンのいった帝国主義戦争

の必然性論を今日の第3世界の戦争にまでひろ

げて適用し， I情勢が根本的に変化した」わけ

でないとする主張もみられる 10)。こうした再解

釈への論評はここでは控えるが，このような傾

向は少なくとも，帝国主義論自身の内容を発展

させて現代の戦争・平和の問題に取り組む志向

を含んでいるとみてよいであろう。

(2) 資本主義・社会主義両体制の対立および

その平和的共存の理論も， 1920年代のコミンテ

ルンの，いわゆる相対的安定をめぐる議論から

生れ，主にスターリンの定式化をとおして第2

次大戦後に引継がれた11)。たとえば大戦後しば

らくの間ソ連の出版物には，1(平和的共存論は)

レーニンの指示にしたがし、スターリンによって

理論化された」というふうに記されていたので

9)鶴田満彦 iIT'帝国主義論』とカウツキーの超帝国
主義論」 σ経済J1970年4月号， 204頁)だけを，
さしあたり掲げておく。

10) 前掲『軍拡と軍縮の政治経済学~ 106頁。
11)前掲拙稿の(2)で検討した。
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ある。

20年伐の相対的安定をめぐる議論は，そも

も全面的な危機状態からの資本主義体瀦の立ち

りな問題にしたものだから，当然さまざまの

経済分析が要請された。だがこの議論に決定的

な基準を与えることになった1925年のスターリ

ンの論述(ソ連共産党第14大会の政治報告}12)

で、は，関惑はつぎのように整理されている。ソ

と資本主畿の間にいi'一時的なカの均衡出

平和的共存が生れたが，その基礎をなずのは，

世界資本主義の内部矛盾の深化と， ソヴィエト

を中心とする革命勢力の成長で、ある。ここで

f役界資本主義の内部矛盾」をスターヲンは

つの矛麗j として列挙する。 1.資本主義閣の

ブルジョアジーとプロレタザアートの矛麗， 2. 

と植民地・詫露関の矛盾 3.帝菌主

義戦勝闘と敗戦関の矛盾 4.戦勝爵相互Eの矛
鰭 5. ソ連と資本主義橿の矛矯，がそれであ

る。とくに綾後のソ連と資本主畿鴎の関係につ

いては，これを註会体制の対立としてとらえた

のに加えて，(社会主義陣営が世界市場の一部を

奪ったため，資本主義の市場が絶対的に狭量主化

した〉とする，市場論的な「ニつの薄営j論を

別に論じたことが大をな特設となっている。

このような「五つの矛議」論と

識が大戦後に引き継がれ，…時患，務勢論の基

準になったのだったσ そしてさらに，この全体

を高体制開の対立・矛震によって総括する額向

が強まった O そして，前述のように帝霞主義戦

争の不可避性論が堅持される一方で，両体制の

カの均衡 2 王子和的共存議が説かれたのである O

ここでもまずら帝爵主義融自身の燦祷への要

請は生じなかった。体制間三子j還をもつばら押し

立てて簿勢を説く傾向は，スター Pン批学U，ブ
ルシチ zツ解任といった変転のEやでも衰えるこ

とがなく，かえって強まったとさえいえるので

ある。

i1950年代後半以降に，王子持の条件のもとで，

資本主義の全般的危機の新しい設搭(第3段階

12)スターザン全集第7君主所奴。

…森)が始まった。Ji(この)資本主義の全般的

危機の第3設F誌の新しい質的特設は，世界発展

の重量心が商体制の経済競争の分野に移ったこと

である

これが今日の， ソ連のいわば教科書的な解説

である。体制j間対立を世界靖勢の軸心に藍色

しかもその対立を「経済競争Jと規定ナること，

さらにそこへ〈ソ連が強力な核兵器を作ったの

で帝盟三主義者がカの立場から行動する地盤を失

った〉という「搾止論Jを加えて平和的共存を

解説するのが，現在のソ連指導部の一貫し

といえよう。ここで経詩学の出呑は，

分析にではなく f経済競争Jの方だけに求めら

れている。

(3)， レーニンは，帝国主義戦争の不可灘性と

は)JIjに革命連動における[戦争の不可避挽jを

しばしば論じている。「社会民主党主主， 戦争そ

-l!ンチメンタルな見地から見たことはかつてな

かったし， またいまも克ていない。……搾取を

絶滅するためには，われわれは戦争なしにはす

ましえないであろう。J同また民族解放戦争につ

いては，í社会主義~まはこれらの闘におけるブル

ジ百ア民主意義的な民族解放運動のもっとも

命的な分子を新富として支持し，かれらを抑反

する帝器主義強闘にたいするこれらの革命的分

子の蜂組を，場合によってはかれらの第命釣戦

争を援助しなければならない斗均

革命運動における戦争の不可避性の解釈札

近年の平和革命論の論議によって変容を蒙った

とみるべきだろうが，民族解放戦争にかんする

基本的議震は今日まで不変である。だが第2次

13)ソ逮科学アカデミ…・註界経済閣際関係研究所編
『現代独占資本=t:畿の政治経済建jtJl1970年，

30， 35J要。

14) レーニン r卒命軍と総長旨政府J1哲郎年， レーニン
念集第8宅金，邦訳574J!{。

15) レーニン[捻会主義革命と民族自決権J1917年，
レ…ェ γ全祭綴22巻，邦訳175頁。当善寺ドイツ社
会民主党左派が「帝国主義雲寺代にはもはやどんな

民族戦争もあちえないj としたのに対し， レーニ

ンは民族解放戦争の不可避性とlB話役を認める立
場から， これを批判する重量稿 f品ぷユウスの小冊子
についてJ(全集第総務所収〉を議いた。



1986. 1 軍拡・軍縮の経済学 森 115. (481) 

大戦後の植民地体制の崩壊によって，後進国に

おける戦争・平和の問題には量・質ともに一大

変化があったはずである。民族解放戦争にたい

する社会主義者の基本的態度が不変なのはよい

として，その大変化を現代帝国主義論はどう理

論にとり入れたのか。

大戦後の理論史を大急ぎでふり返ってみる

と，まず1950年代中頃まで，マルクス主義者は

社会主義を掲げない植民地独立を「みせかけの

独立」と呼び，その一切の意義を否定していた

といってよいだろう。 55年になって，バンドン

のアジア・アフリカ29ヶ国会議に「新植民地主

義」とL寸呼称が登場した。この呼称を翌年フ

ルシチョフが容認し， 57年にはモスクワ宣言に

も採用されて，ひろく普及することになった。

大戦後の植民地独立がもっ新しい質や意義が，

始めて分析の姐上に上ったわけである。

この時から1960年代前半にかけては，後進国

問題についての理論活動が最も高揚した時期で、

ある。 50年代末にはモーリス・コンフォースが

「周辺革命論」を説いた16)0 60年代に入ると，

中国指導者たちによって毛沢東の「中間地帯論」

が強力に押し出されてくる川。この双方とも，

後進国問題が当時の情勢の能動的要因に転じた

事実を反映しているが，同時にそれはまた先進

国の戦争の「可避」や両体制の平和的共存とい

う情勢把握の風潮を背景において打ち出されて

きたことが明らかである。

だが植民地・後進国問題にかんする(少くと

も先進国マルクス主義者による)議論や分析は，

いわばその入口の研究がひとしきりおこなわれ

たあと，おどろくほど急速に萎んでしまったよ

うにみえる。その後，今日まで特筆すべきもの

16)モーリス・コンブォース「社会主義革命の理論に
ついてJ(“Marxist Quarterly" Jan. 1957邦訳
『国際資料JINo. 37. 1957年5月号〕。

1の社会主義陣営とアメリカ以外の国々をすべて「中
問地帯」と規定し，それをさらに第1中間地帯
(アジア，アフリカ， ラテン・アメリカ)と第2
中間地帯(西欧・カナダなど)とに分けて世界情
勢を構図化する。

がない1句。思うに旧植民地の政治的独立と経済

的従属といった二面の事象に統ーした理論を与

え，かっこの後進国問題が世界情勢の能動的な

力になった所以を現代帝国主義論に編みこむと

いう課題は，如上の<~帝国主義論』一政治・

権力関係の変化一体制間矛盾〉の構図をもって

しては，そもそも扱えぬ問題だったのではない

だろうか。ソ連公認の見解が「みせかけの独

立」論から一転して経済的従属を軽視した植民

地独立論(非資本主義的発展への展望)に偏し

ていったことにも，上の構図の弱点は反映され

ているように思われるのである。

11.軍事的ケインズ主義一一軍産複合体制

ガルプレイス『不確実性の時代』の中につぎ

の一節がある。

「ジョン・メイナード・ケインズはイギリス

政府にたいしてポンド紙幣の束を廃坑にほうり

こんで穴を埋めてはどうかと提案しました。そ

うすれば仕事ができるし，人がそのポンド紙幣

を堀り出そうとすることでさらに多くの仕事が

生れ，その紙幣が使われるために需要が高まる，

というわけです。この思いつきはついに取り上

げられず，そのかわりに，ケインズ以後の世界

で，設計，生産，陳腐化，更新というサイクノレ

による兵器支出がその代案として役立ったので

す。私はかつてこれを軍事ケインズ主義と呼ん

だものです。J19)

1930年代の大恐慌は第2次大戦によってよう

やく終隠したが，この大戦が終った当座，今後

の平時経済が円滑に成長すると展望した経済学

者は多くなかった。全般的危機の新しい段階を

18)その後，南北問題，ベトナム戦争， エネルギー・
資源問題， r新国際経済秩序」の問題と， 世界の
耳目を集めた大問題が続出したが， 現代帝国主義
論の系譜を作るような目立った研究成果がない，
とL、し、たいので、ある。極言にすぎるかもしれない
ヵ:。
19) J. K. Galbraith， The Age 01 Uncertainty， 
1977，斉藤精一郎訳『不確実性の時代』講談社文
庫(下)93頁。
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説くマルクス主義者はむろんだが，アメリカの

経済学者にも長期停滞論が支配的だったのであ

る20)。ところが長期停滞を見越す風潮は，アメ

リカでは1950年代にみるまに萎んで、，平時にお

ける繁栄の事実が強調されるようになってく

る。だがその場合，平時といっても軍事的な要

因がただちにネグレクトされたわけではない。

第2次大戦だけが大恐慌からの回復を可能にし

たように，朝鮮戦争による軍事支出の激増が停

滞状況に回復へのインパグトを与えたとする理

解が，当初は有力だった21)。朝鮮戦争後アメリ

カ上院軍縮小委員会が， I軍備なき資本主義は

可能か」とL、ぅ公聴会を開催したのも，当時の

理解を示しているといえる。

大戦後に先進諸国の経済過程にくみ込まれた

ケインズ主義的な不況対策としての政府支出

は，具体的には 1.民間投資と競合しないい

わゆるインフラストラクチュア中心の公共投

資， 2.有効需要につながるような福祉的支出，

3.軍事支出， として整理できるだろう。いず

れも政府支出によって民間企業の生産過剰にさ

らに加重するのでなく，有効需要を強く刺戟す

る効果が求められている。周知のように，大戦

後のヨーロッパ諸国には福祉的な改府支出の顕

著な増加がみられたし，アメリカでも1946年の

「雇用法」が完全雇用維持を政府の責任とする

画期的思考を導入した。にもかかわらず，大戦

後しばらくの間アメリカの高水準の政府支出

が，福祉的な支出や道路・学校・住宅などの公

共投資でなく，圧倒的に軍事関連の支出だった

ことは疑う余地がないで、あろう。

しかし1950年代の後半からは，事態の説明は

そう簡単に済まなくなる。アメリカの軍事支出

が漸減傾向をたどったにもかかわらず，軍事や

20)宮崎義一氏は当時の長期停滞論に三つのタイプが
あったといい， ハンセンに代表される外生的要因
説，シュ μベーターの制度的要因説， シュタイン
ドル流の内生的要因説， と区分している (宮崎
『転換期の資本主義~ 1982年 NHK ブックス35~

41頁3。
21) 同書45~50頁。

政府支出と直接関係しない民間部門(民開設備

投資と大衆消費需要)にかなり力強い上昇の趨

勢が生れたからである。マルクス経済学者の中

には依然として軍事要因一本槍で説明する者が

多かったが， しかしつぎのような反省ものべら

れるようになった。

「第2次大戦後のアメリカ経済を分析したも

ので，戦争をその中心におかないものは，真剣

な検討に価しないものだろう。しかしわれわれ

はこの一般的な真理に満足するあまり，他の特

徴を充分に検討しなかったように思われる。

……われわれが1954年から55年の好況を予測で

きなかった最も重要な唯一の要因はおそらくこ

の点だったので、あろう。けだしこの好況は国際

緊張が緩和し，軍事支出が引続き相対的に切下

げられたその時に起ったものだからである。J22)

わが国ではたとえば，雑誌『世界』の1957年

12月号に名和統一氏の「現代資本主義をどう把

えるかJ，翌日年1， 2月号に都留重人氏の「資

本主義は変ったかJが載り，同じ各号に座談会

(討論)が併載されて，上の問題への当時の関

心と理論状況を示している。名和論文は，技術

革新，民開設備投資，大衆購買力の増進などが，

軍事支出と無関係ではないにしてもそれぞれ独

自に世界経済の成長動力になりつつあるのでは

なL、かという問題提起をおこなっている。この

提起の背後に氏は，独占資本の寄生性と腐朽，

技術進歩の停滞，市場問題の深刻化といった経

済悪化の側面だけを強調する教条主義への批判

をおいており，いま読み返して同感できるとこ

ろも少なくないが，なんといってもこれは模索

の論稿であって新しい理論的提示がなされてい

るとはL、し、がたい。

一方，都留氏の論文は， Iムダの制度化」とい

う用語を生んだ論稿として有名である。都留氏

もまた， I単純な経済軍事化論」を排して，経済

政策の進化，独占体の強化，所得の平準化，技

22)アーノノレド・パーマン「経済学の方法について」
(“Political A妊airs"June 1956.邦訳『世界経

済評論.ll1956年10月号)。
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術革新， といった諸要素の検討に進むのである

が， しかし最終的な情勢把握と今後の展望は名

和氏とはかなり違う。都留氏は結局，軍需への

依存を軽減して成長する現代資本主義などは考

えられないとみているようである。

「…政府がムダなもの，再生産過程に役立た

ないものにカネを使えば使うほど， ~貯蓄の対

応物』が足りなくてこまっている資本主義には

者F合がよいのだ。国防支出などは，この条件を
一ばん立派にみたしているJ23)(傍点は都留氏)。

これはガルプレイスの「軍事的ケインズ主義」

と同じ説明である。現代資本主義はこのような

「ムダの制度化」で立ちなおったが， しかし今

後の軍事支出は，経済の成長テンポに歩調を合

せて増えつづけることができないだろう。国防

予算の削減は，現実に始まっている。では「貯

蓄の対応物」を軍事支出に代って埋め得るのは

何か。理論的にそれを考えることはできても，

それを実行するには資本主義自身の変化を覚悟

しなければならない。「資本主義は不況を克服し

うるか。しかり，それは自らを弱め， 自らの長

所をうばい，ついには自らの死を招くことによ

って。J24)これがこの論稿の結語となっている。

この名和論文・都留論文が書かれたころ，ア

メリカの経済学界では，軍事以外の要因を柱と

する繁栄論，手放しの楽観論がすでに主流にな

っていた。 W.W.ロストウが『経済成長の諸段

階』を書いて近代の歴史に五つの成長段階を画

し最終段階を「高度大衆消費時代」と規定し

て，その段階を達成したのはアメリカだけだと

23)都留重人「資本主義は変ったかJ(W世界j1958年
1月号)28頁。
24)同2月号41頁。
なお都留氏は，先にあげた昨年の経済理論学会
共通論題の報告者として立ち， そこで，核戦争の
危機， 途上国の人口爆発，再生不可能な資源4良費
といった地球規模の大問題をかかえた今日， 軍事
経済をケインズ的な「ムダの制度化」一般の理論
では説ききれなくなっているのではないかという
問題提起をおこなっている。この提起は本稿で私
がメノレマンの所説にふれて書いていることにも関
連する，重要なものだと思う。ただしその学会で
比 この提起をうけとめた議論は皆無であった。

いう整理をしてみせたのは， 1960年のことであ

った向。一方に経済軍事化に集約されるような

資本主義発展観，他方に高度大衆消費時代論に

集約される繁栄・成長論が，別々の道を歩きだ

そうとしていた。各々の社会観は，簡単に折衷

したり互いに他を摂取したりできるような理論

構造ではなかった。事前にどちらかの立場を選

択するのでなく，虚心に対象にせまるといった

研究は，言うは易くても行うのは極めて困難だ

った。むしろそれはつぎの時期の経済学の課題

として残されたのだった。

ところで，経済学の現状分析における以上の

ような揺れや分化には，むろん当時の軍事情勢

の変化が対応している。まず1950年代は，平時

としてはかつて考えられなかったような強大な

軍備と軍需生産の確固たる体制ができた時代だ

った。その上でしかしながら， 50年代末にソ連

が核実験を一方的に停止し，軍縮交渉再開に向

けて積極的な平和攻勢を開始した。 59年9月，

フルシチョフは第14国連総会で軍備全廃案を提

言し，その数日後にはキャンプ・デーピットの

米ソ首脳会談がもたれて，いわゆるデタント時

代が始まることになる。

フノレシチョフがこの国連総会演説で，r軍縮が

高度に発達した資本主義工業国に不況をもたら

すという主張は誤っている」と語ったことは，

当時のマルクス経済学界には衝撃的だった。前

節でみたように「戦争の不可避性」問題は3年

前の56年にすでに否定されていたが，それはい

わば経済学を離れたところでの転換だった。だ

が59年のフルシチョフ発言は，まさに経済学の

問題なのである。しかもフルシチョフ自身は，

その根拠に言及していない。当時のマルクス経

済学の論調からして，この提言は唐突で、，経済

学の言葉で解釈するにはあまりに飛躍を伴って

いたようである。これを発展させる研究方向は

容易に進まなかった。

25) W. W.Rostow， The Stages 01 Economic 
Growth， 1960.木村健康ほか訳『経済成長の諸段
階』ダイヤモンド社， 1971年。
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米ソが競って軍縮案を出し(いうまでもなく

そのうちのどれひとつ実現しなかった)，平和攻

勢によって国際世論をリードせんとしていたと

き，ケイゼンハウアーは8年の合衆国大統領の

座をケネディに譲って退いた。 1961年1月17日

の告別演説は r軍産複合体制JMilitary-
lndustrial CompJex主いう言葉を始めて用

い，この体制の危険性を憂慮した演説として有

名であるが，その基調は上述のような国際政治

の雰囲気を反映しているとみるべきであろう。

この演説で彼は，①わが国の軍事組織は平時

において史上かつて知られざるほど強大になっ

た，②それに対応して大規模な軍需産業が恒久

的に存在する。年々の軍事費はアメリカの全会

社の年間総所得を上回っている。科学技術の研

究も，政府依存，政府の指示によるものが増大

しつつある。③こうして史上かつてなかった巨

大な軍事組織と軍需産業との結合(軍産複合体

制)が生れ，その影響は経済，政治，精神活動，

あらゆる都市，州，連邦政府の全官庁に及んで

いる， と説く。こうした事態の進展は避けられ

ないものであるが rこの軍産複合体が， 意識
的にであれ無意識的にであれ，不当な勢力を獲

得しないよう，われわれとしては警戒していな

ければならない。この勢力が誤って台頭し，破

滅的な力をふるう可能性は，現に存在している

し，将来も存在しつづけるであろう。」問

アメリカにこのような軍産複合体制をつくっ

た最高責任者は，ほかならぬアイゼンハウアー

自身である。それは彼が戦後8年間大統領職に

あったとL、う意味にとどまらず，そもそも大戦

の終結直後に，平時の軍・産・学の緊密かつ継

続的な関係樹立の必要を説いたメモランダムを

提出し，その後の政策誘導の端緒を作ったのは，

時の米陸軍参謀長アイゼンハウアーだったとも

いわれる 2九ともあれ，戦後社会の基調に軍事

26)アイゼンハウアー告別演説の邦(抄)訳は何種類
かあるが，ここでは， 小原敬土編『アメリカ軍産
複合体の研究~ (日本国際問題研究所， 1971年〉の
巻末資料によった。
27) S. Melman， Pentagon Catitalism， 1970高木郁

要因が決定的意義をもつことが，こうして大統

領自身によって公認されたのだった。

この演説以降，軍産複合体の研究は 1.政

府支出に占める軍事関連支出の大なること， 2.

大企業経営における軍需の大きな役割 3.新

技術の軍事主導性 4.軍・産・官・学などの

緊密な人的結合 5.軍隊と軍事関連雇用の労

働市場への影響 6.対外経済関係に臨伴する

軍事要因，等々を解明する方向ですすめられた。

とはいっても，そうした実態を総合的にのベた

著作の刊行は， 1960年代を通じて決して多くな

い。 v.パーロ， H.マグドフ， s.レンズ s.
メノレマンら，わが国でも翻訳紹介附されて馴染

みのもの以外に，ほとんどなかったようである。

筆者のうち大学で経済学の教職についている者

は皆無にちかく，アメリカの経済学界がこの面

の研究に無関心だったさまがうかがえるのであ

る。

それに較べると，わが国学界では軍産複合体

制論が明白に認知され市民権を得たといってよ

いだろう。しかし軍産複合体の研究は，やはり

多くなかった問。当時わが国で平和問題に関す

朗訳『ベンタゴン・キャピタリズム』朝日新聞，
1972年の巻末付録を参照。
28) V. Perlo， Militalism and lndustry， 1963.清水
嘉治・太田譲訳『軍国主義と産業』新評論， 1967 
年， H. Magdoff， The Age 01 lmterialism， 
1969，小原敬土訳『現代の帝国主義』岩波新書，
1969年， S. Lens， The Military lndustrial 
Comtlex， 1970， 小原敬土訳『軍産複合体制』岩
波新書， 1971年，およびs.Melmanの上掲書。
29)上の注26に掲げた小原編の著書および佐藤栄一編

『現代国家における軍産関係~ (日本国際問題研
究所， 1974年〉。マルクス経済学からの関連文献
として注目されたひとつに，南克己「アメリカ資
本主義の歴史的段階J(~土地制度史学11 47号1970
年)がある。南氏はそこでアメリカ経済の再生産
構造の編成基軸を軍事関連の核・電子・宇宙産業
と置き，再生産の全体像を表示してみせた。この
論稿にやLおくれて発表された安保哲夫「戦後ア
メリカ資本蓄積における軍事体制jの役割J(武田
隆夫編『資本論と帝国主義論11(下)東大出版会，
1971年に所収)は， アメリカ経済が体制的に軍事
と深くかかわっていることを認めながらも， その
意義の過大評価をいましめている。その他の関連
も含めたこうした所説についての検討を，私は別
稿「アメリカ資本主義史における現段階'J(一橋
大学経済研究所『経済研究』第30巻2号， 1979年
4月)でおこなったことがある。
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る関心や議論が衰えたわけではなく， とくに安

保改訂をへて日本自身の軍国主義復活をめぐる

問題や，さらにベトナム戦争に向けての世論と

議論は高揚したのであるが，それが経済分析の

進化とは結びつかなかった。軍産複合体という

言葉はいわば周知の用語としておさまってしま

い， どの論稿を読んでも論旨と資料に変ったと

ころがないという状況が，かなり長くつづいた

のである。

1970年代後半以降，そうした状況に変化が兆

していることは疑いえなL、。それには，ケイン

ズ政策と新古典派総合の経済学の「危機」と，

軍事ケインズ主義にかわる「国防経済学」の模

索という，施政者側の事情が一方の根拠として

あるだろう。もう一方では，アメリカの対ベト

ナム反戦，世界的な不況の中での政策批判と平

和運動の高揚という事情がある。軍事の経済分

析には，これまで前面にでなかった新しい視点

が台頭してきた。それをみるのが次節のテーマ

である。

111.軍拡の不経済論

第2次大戦後，巨額の軍事支出が軍事的ケイ

ンズ主義あるいはムダの制度化によってアメリ

カ経済の成長を支える力になっていたとするな

ら，そのメカニズムの持続には二つの条件があ

ったといわねばならなし、。ひとつは， このムダ、

支出のために税をおさめ国の政策に協力する国

民的合意の形成である。ケインズがイギリス政

府に説いたという〈ポンド紙幣を廃坑に埋めて

堀りかえす>1政策」は， かりに経済的効果が

明らかであっても，絶対に国民的合意が得られ

ない。ところがそれと同じ経済効果をもっ軍事

支出が，反共，正義， 自由の名において現実の

ものとなりえたのである。そしてもうひとつは，

そうしたムダ支出を持続してなお，アメリカが

世界最高の生産力と生活水準を，さらにその増

勢を，維持しえたことである。 1950，60年代は，

上の二つの条件を基本的に保ったからこそ，軍

事的ケインズ主義のメカニズムも発動したとい

える。

そしてこの二つの条件が揺らぎ，軍事支出を

支える力を喪失したのが， 70年代だといえるだ

ろう。その一方の契機はベトナム戦争の敗北だ

った。アメリカ国民は史上はじめての「敗戦」

を味わい，これまでの犠牲的行動を支えてきた，

「正義」や「共産主義の脅威」に根底的な聞い

なおしをせまられたので、ある。

もう一方で，アメリカ国内に60年代末ころか

ら，貧困の増大，社会の停滞と退廃がひろく取

沙汰されるようになってきた。ひとつにそれは，

ジョンソン大統領が「偉大な社会」のスローガ

ンを掲げ，差別の是正や貧困の絶滅にとりくみ

始めたことが逆に潜行していた貧困を白日の下

に晒したためで、もあったが， また実際に忍び寄

る生産の停滞やインフレ，他国への優位の急速

な縮小を反映しており，さらにはベトナム戦争

の泥沼化のいらだちが社会状況を蝕ばみはじめ

たこととも関連していた。 1967年7月，ニュー

アーク，デトロイトに発した黒人暴動はたちま

ち全土に波及した。つづいて都会での日常的な

殺人と暴力，麻薬，教育の荒廃，離婚の激増と

家庭崩壊といった社会問題が一斉に噴出する。

これが70年代の覆いがたい経済悪化，一一一ニグ

ソン・ショック，オイル・ショッグ，スタグフ

レーション，失業増大，等々と合流するに及ん

で，世界の最高位にいるというアメリカ国民の

実感は，もはや根底から揺らぎだしたのであ

る。

こうした動揺と昏迷の中で，軍事支出→経済

成長という視点とは逆に，1高い軍事支出こそが

経済停滞の根源なのだ」との主張が台頭してく

る。そのような主張はかつてなかったわけで、な

いし， 1ムダの制度化による経済成長」 という

見方と対立するともL、し、きれないが，明白に焦

点を不経済の方におきしかも説得性をもって説

かれるようになったのは，このころからである。

軍拡の不経済を力説する代表的な系譜は，国

連の軍縮理論におけるものである。前節でのベ
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た1959，60年ころの国連での軍縮論議の高まり

をうけて， 1962年にウ・タント暫定事務総長が

戦後初めての軍縮報告(1軍縮の経済的社会的影

響)Jを提出した。が，ここではまだ軍拡の不経

済という観点は稀薄で，1軍縮によって生ずる問

題と困難は，適切な圏内・国際措置があれば解

決しうるものだ」という，や L受身にたった平

和的転換論だったようである問。 70年に入って

軍拡と軍事支出の経済的社会的影響にかんする

調査のとりくみが，本格化し恒常化してくる。

とくに75年の第30国連総会以降，調査のための

専門家集団 (13名)が置かれることになった。

その専門家集団による2年間の調査研究をへて，

77年の第32国連総会にワルトハイム事務総長か

ら提出された報告3刊さらに78年の第1回国連

軍縮総会の最終文書にもとづき，再び専門家集

団 (24名，のち27名)による調査研究をへて81

年に提出された事務総長報告Bめは，いずれも従

来になかった包括的，大部の文書であって，世

界中の諸事実や文献を知るにも貴重なものであ

るが，同時に，軍拡の不経済を明白な基調にお

くようになった点が大きな特徴である。

残念ながら紙幅の関係上，その内容にたちい

るわけにはし、かなし、。ごくご4つづめていえば，

この両報告は，まず世界の軍拡と軍事支出の実

態をさまざまの角度からのベ，ついでそれが物

的，人的，資金的にいかに膨大な資源浪費をま

ねいているか，インフレや国際金融システムの

30)ウ・タント報告は日本国際問題研究所から翻訳が
出されているが， 今回入手しえなかったので，芦
田亘「軍拡と軍縮の経済学J(~経済JI 1980年8月
号)を参照した。
31) United Nations Report of the Secretary 
General， Economic and Social Consequences 
of the Armaments Race and its Extremily 
Harmful Effects on World Peace and Se-
curity， Aug. 12， 1977.岩崎允胤ほか訳「核軍拡
競争と人類破滅の脅威J(~平和運動』臨時増刊，
1978年l月，特別資料 28号〉。
32) United Nations Study Seri巴s5， The Rela-
tionship be:tween Disarmament and Develop-
ment， 1982，邦訳(抄訳)が『世界政治JI1982年
1月下旬から5月下旬号まで連載されている。

崩壊や小国の経済悪化の原因になっているか，

を論ずる。さらに軍事支出が失業を減らすとい

うのは神話にすぎないこと，軍事技術の進歩は

民生技術の進歩を抑制する一方， この軍事技術

の民生への応用・波及はごく小さいこと，など

を「不経済」の内容として説いている。この報

告がもっ説得性の多くは詳細な事実の力による

ものであって，経済理論からいえば弱点だらけ

かもしれない。にもかかわらずこれは「軍拡と

軍縮の経済学」の基本文献の一角を占めるべき

ものであろう。わが国の経済学者の間では，ほ

とんどまだ読まれていないのではないかと思わ

れる。

国連報告の系譜とは別に，各国の民聞の研究

者や団体による調査研究も顕著に増えてきてい

る。上の国連報告はそれをひろく活用しており，

民間での研究の実態を知る上でも便利だが，こ

こではそのうちのひとつ 1軍拡の不経済」論

者として著名な S.メノレマンの業績にだけふれ

ておきたい向。

メルマンは『ベンタゴン・キャピタリズム』

の著者としてよく知られているが， 1972年に刊

行されたこの本の序文は，つぎのように書きだ

されている。

「私は OurDepleted Society (1965年刊…

森)を出版したあと，当時どうしても答えを出

すことができなかった一つの問題にとりくん

だ。その問題とは， ~\，、ったいなぜ米国はこん

なにも多くの方面で荒廃しているのか， この社

会にいったいなにがおこったのか』ということ

であった。」

この問題にとりくんで， メルマンは軍事経済

33)メルマンの論稿は編著や論文まで含めると非常に
多いが， こLでは直接に利用した主著3冊だけ掲
げておく。 PentagonCatitalism， 1970. (注27)
を参照)0The Permanent War Eco仰 my，1974，
Profit without Produstion， 1983.なおメルマ
ンの所説について私は， 別稿でやLたちいって検
討したことがある。 (1メノレマン教授の『軍拡の不
経済論J1J小川晃一・石垣博美編『戦争とアメリ
ヵ社会』アメリカ研究札幌クーノレセミナ第4集、
木鐸社， 1985年〉。
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のもつ社会的影響の分析に入りこんでいったの

である。氏は，第2次大戦以降のアメリカ軍事

経済の展開を，三つの局面に分けて把えてい

る叫。第1は，大戦と終戦直後で，軍事経済は

「合衆国の会社権力の支配下における産業と政

府との共同(コラボレーション)からなってい

た。」第2の局面は， 1950~60年の冷戦期であ

り，軍産複合体制一一軍部と産業，技術者，大

学などの密接かっ継続的なノ4ートナーシップ

ーーが最もよく作りあげられた時期で、ある。そ

れにつづ、く第3の局面がベンタゴン・キャピタ

リズムの時代だと，氏はし、う。そこでは国防総

省、を頂点にいただき大企業群がそれに蛸集する

巨大な単一の国家経営体が形成されている。こ

の国家経営体は市場の中にありながら市場原理

と巽なる原理で行動し35t民需の経済を蚕食し，
技術進歩にコスト削減とは全く違う方向を与

え町，全体としてアメリカの経済と社会の荒廃

・停滞の元凶となっている， というのである。

1970年以降，最近著 (1983年)にいたるまで

メルマンの著書のテーマは一貫してそのような

軍拡の不経済の実証である。たとえば氏は一章

を設けてそこに「軍事経済は経済成長に寄与す

る」として疑わない従来の信仰 (Belief) を，

27点に分けて列挙し，そのひとつひとつに真実

(Reality) はどうなっているかとコメントし

ているm。その信仰とは，たとえば，

34) Melman， The Permanent War Economy， pp. 
262-63. 

35)メノレマンは，民需の「費用最小」の行動原理にた
いして軍需は「費用極大・補助金最大」という対
照的な原理で動く， とさえいし、きっている。
36)軍事技術が民需に波及する場合の歪みや波及の程
度の問題はこれまでにもしばしば議論されてきた
が， メノレマンはそうした一般的傾向に加えて， ア
メリカ国防省がマクナマラ長官による発注方式の
大改革以降採用した，“historicalcosting"， 
“concurrency "方式が，費用最小化の原則を完
全に吹き飛ばし， 1新技術」なるものに別の基準
を与えたと論じている。この点については，上掲
『戦争とアメリカ社会』に翻訳所収 (第1部第2
章)されたメノレマン自身の論稿を参照されたい。
37) Melman The Permanent War Economy， 
Chapter 6. 

「軍事支出は他の公共支出や民間支出と同じ

く経済活動に寄与するので，その点で特別のも

のではない。Jrアメリカ経済は長いあいだ実際
に『大砲もパターも』生産してきた。Jr軍需生
産は仕事を作りだし雇用を増やし経済を強め

る。Jr軍需生産は資本の過剰を解決する。Jr軍
需生産は GNPの増加の一部であり， GNPの

増加は国富の増加である。Jr軍事契約企業も民
需生産企業も企業行動の原理は同じである。」

「箪事技術の開発は合衆国の技術進歩全体に寄

与している。Jr軍事経済をとおして経済活動が
政府に集中することは，経済の計画性，効率性

をたかめる。Jr軍事支出は近代的経営システム
の導入によって年々改善されている。Jr軍需産
業は法外な利益を得ているのではなく政府によ

って適正におさえられている。Jr非効率という
なら軍需産業よりひどい産業がいくらもある。j

「軍需生産は民需生産と競合しているわけでは

ないから，民需部門の停滞を軍事のせいにする

のは筋ちがし、だ。Jr財政赤字の元凶は軍事支出
でなく，むしろ無秩序・無制限に増大した福祉

支出の方にある。」………

これらにたいするメルマンのコメントは，卒

直にいってきわめて不十分なものである。また

氏の最近著を読んでも，アメリカ大企業の内部

に立ち入った停滞性の記述には得るところが多

いが，軍事支出の多寡を基準にしてアメリカの

不経済性と日本の経済性とがあまりに対照的に

えがかれており，戸惑いをおぼえるほどである。

じかしながら，たとえば上のような「信仰J(問

題提起)にたいして， メノレマンに限らず経済学

者の誰がし、ま説得的に答えうるだろうか。思う

に r軍拡の不経済」論におけるメルマンの独
自性と功績はつぎの3点にあるだろう。第1に，

上にも一端をみたように，経済学者には容易に

だせないような(しかし国民にとってまさにそ

の解答こそききたし、)r軍拡は経済か不経済か」
にかんする具体的な問題を正面からとりあげ，

すべてに「不経済」の側から答えようとしてい

ること，第2に，アメリカ経済全体をまず軍産
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複合的なものと据えるのでなく，民需紐清の療

理と寧欝緩済の原理が並立し対抗するものとし

て，そして後者が欝者を蚕食し停簿に追いこ

ものとして恕えていること，第3に，経済学者

が好む「ムダの制度イとj論会誹し，軍事がもた

らす「不経辞j と龍の分野のムダや不生産的活

動との紫的な違いな強調すること382，である o

メルマンの理論上の失格をあげつらうより先

に，この3点が詫来の総務学の弱点を説くつい

ていることを，まず自覚ずべきであろうと思う

のである。

レベルでも民寝レベルでも「軍拡の不経

群」論がカを得はじめた70年代後半?こ， しかし・

ながら東西関係のデタントは大きく後退し，ア

メリカでもカータ一政権後半期から策事支出は

顕著芸な増勢に転じた。周知のようにカーターに

代ったレーガン大統領は「小谷な政府Ja-唱え

ながら，しかし軍事費だけは平時における史上

最高の増大を巨ざしている。

70年代のアメ翌カ社会のとめどない昏迷の探

まりと密標的な指導力の議選の中で，強いアメ

ヲカの再建を求める霞民の願望をパ?グに当選

したレ…ガンの立場からすれば，小さな政府を

作ることと軍事力強化とは，最初から両立さぜ

なければならないや心諜題だった。軍事前ケイ

ンズ主義，あるいは軍拡の不経済論いずれの立

場から考えても，これは禅立しえない課題であ

るo持立させるための方法はただひとつ，軍事

支出というものを経済効果の酷から議論するこ

とをやめることである o i小さな政府」

成長の主導力を民間資本の手に返そうというス

口 -tfンであり，一方その際の国家の役割は極

言すれば「致野は掴防に専ゑすべきものであっ

で，弱々人の生~や経済成長に口をだずべき

ものでないJ(レーガン派議員の発震のひとつ)

ということになる持、 νーガノミずグスの

38)務掲拙稿「メノレマン教授の仁翠拡の不経済論JlJの
*尾注を参照されたい。

39)日本でも防衛護費増強をめぐる議論の中で， i軍拡
は不経済jという批判に対して， i軍事支出が純
経淡約には浪費であることは子供でも知ってい

論は， しばしば自由主総段階の夜繋詩家論の灘

をもって語られる。にもかかわらず挺態が史上

巨額の箪泰支出である以上，強い経済

的影響があることた誰も否定できない。レーガ

ンが登場していらい，ウォーJv街のアナ pスト

は案書関連株の買いを誰奨してきたし，またレ

…ガン側近のうちに軍事支出が罷淡成長に寄与

していると説く者も，少なくない叫のが現実な

のである。「軍拡の不経済J論は， i家主主の経済j

論および「軍事支認は聖域」論と三つ記になっ

て，目下先進諸霞の改策論の中さと運動している。

これに経済崩から説得力ある分析を与える

は，今日 のものとなっている。

IV.軍縮の経済誌一一経済転換計滋

『軍拡の不経済学~41)と L、う本を欝いた邸中

磁毅氏は，間欝のあとがきで，次の機会には是

非とも『軍縮の綾済学』とL、う標題に議みたいj

と番いている。多くの人にとって患いは向じで

あろう。主事拡の不経済学が70年代以降蕗接され

てきた軍拡というものの負の経済効果を問題に

しているとすれば，箪織の経済学はさらにその

先の課題を負うものである。だが家拡の不経済

学が未だ学といえるほどの内容と体系女作りだ

していない現状では，その先はもっと営東たい

ものとならざるをえない。

端的にいって，寧織の経演論は米だ理論的装

しで「家事費を翻って福祉にまわせ」と求

めるような平和運動の領竣から，区別<'Eれるほ

どの志のになっていないo しかしこの単籍明快

るJn誌面の議絵本ャップを壊ilbるため兵器禁者どど
んどん透ったらいいたどというパカ者を相手にす
るつもちは僕にもなしづと
も現われた〈千賀鉄f包帯経団連防衛生産委員会顧
問の発言。If':乙コノミスト~ 1982若手5}j1l日号の
t宮崎勇氏の童話機より引用〉。一方， 経団巡内にそ
のような「パカ務jが少なくないこともわれわれ
はきいている0
40) S. Gordon &弘 McFadden告d.，Ec側 omic
Co匁version，1984， p. 5， 10. 
41)問中主主毅 f翠拡の不経済学3朝問選議， 1982年。
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な主張は，今後軍縮の経済論がし、かに高度，轍

密な理論を構築しようとも，常に出発点におか

れるべき原理である。またそうした運動の中に

どのような理論の崩芽が距胎しつつあるかを波

みとることが，今日の大きな課題であろう。この

最終節では，その最も注目すべきひとつ， I経済

転換計画J(Economic Conversion Program) 

について記すことにしたい。

ここでも紙幅の都合上，国連レベルと民間レ

ベルに2分し，各々のいちばん代表的な成果だ

けをとりあげる。

前節でのベた国連の軍縮報告は， どれも一貫

して「軍事経済から平和経済への転換」という

要求を掲げている。とくに81年報告は，生産，

労働，原料，土地，技術，貿易，財政等々，各

項目の不経済を検討しながら，常にその転換に

ついて書いている。だがこうした検討・の系譜は，

ここではもはや繰り返さない。

81年報告を作成した専門家グループはその結

語部分で，1社会体制や経済発展度の如何を問わ

ず，軍縮はどの国の経済にも益することが明ら

かとなったJ，I転換は技術的にも経済的にも可

能である」とのべるとともに，国連加盟国にた

いして「それぞれの国が自国の軍備の社会的・

経済的コストを計測し人的・物的資源の軍事

利用にかんするデータを作り，それを民需目的

に転換する計画をたて，実際の経験を国連総会

に知らせる必要がある」ことを勧告した叫。こ

の勧告は82年12月の国連総会で同意された。 85

年総会がこの問題を再び扱うことになってい

る。

これをうけて各国改府が具体的にどういう仕

事をしているのか(またはしていないか)， 今

のところほとんどわからない。明瞭にわかるの

は，以下にのベるスウェーデンの例だけである。

国連の軍縮問題をリードしてきたノ勺レメ委員

会の O.パルメを首相にいただくスウェーデン

42) United Nations Study Series 5. 0ρ. cit.， 
section 426. 

は，勧告をうけてすぐ，これまた国連の軍縮問

題で著名な1. トーソン(彼女は上の勧告をし

た専門家グループの議長でもあった)を Spe-

cial Expert に任命した。 トーソンは20名ち

かし、スタップの協力を得て作業に入り， 84年の

夏かなり大部の報告書を外務大臣に提出し

た43)。こうして，政権をもっ者が一国レベルで

構想する「経済転換計画」というものが，はじ

めて登場したのである。

スウェーデンは， 財政支出の8.1%， 国民所

得の3.4%(1984/85財政年度，約30億ドル)を

軍事に支出している。中立・非同盟の立場を堅

持するから，スウェーデン自身が攻撃目標にな

ることはないが， NATOとWTOの対立が戦
争になった時には空からと陸上で被害を受ける

可能性が強いとみる。その観点から1972年に総

合国防構想を作成して全国民参加の防衛体制を

準備するとともに，常備軍そのものは年率1.3

%の割合で縮減にとりかかった。現在，国防軍

は52，000名の規模である。軍需生産(技術開発

を含む)には約1，500社が関係しているが， し

かし五つの大企業(子会社を含めて 7企業)が

軍需調達局への引渡しの86%を占めるという，

高い集中度である。国防関連10企業の雇用数は

23，653人 (1983年)。なお軍需生産の約3割(2

億ト、ル)が輸出されている。これは総輸出額の

o. 7%に相当する。
以上をふまえてトーソン報告は， 1984-89年

を転換のための条件整備期間としたうえで，

1990-2015年にわたる「軍需生産の(現状から

の)50%縮減シナリオ」を作成した。

このシナリオの達成には， NATO ・WTO

対立関係が漸次改善され，両陣営の通常兵器も

同じ時期に50%削減されることが(しかも攻撃

兵器から優先的に削減されることが)前提され

43) Report by the Special Expert Inga Thorson， 
Backgrownd Facts Analyses vol. 1 A， In 
Pursuit of Disarmament. -Conversion from 
military to civi1 production in Sweden. 1984. 
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ている叫。シナリオでは， 25年間の軍事支出・

徴兵訓練・軍需関連雇用の縮小が計算されその

経済効果が測定される。設備面でも， この間の

設備廃棄に先だっ加速度償却や，兵器の進歩に

件なう最小限の新投資の必要に言及するなど，

かなりきめ細かし、配慮がおこなわれている。個

別企業ごとの転換問題や，地域の問題の検討も

ある。こうした検討をへて，同報告は， 25年と

いう期間をかけて少しずつ慎重に転換を実行し

さえすれば，失業，倒産その他望ましくない困

難は無しで済むという見通しに達しているので

ある。

スウェーデンのように，軍縮に積極的で，ま

た地理上・経済上の条件も相対的に良い国にし

てなお，政府レベルの軍縮構想には国際政局に

かんする前提条件が強く課され，数十年の期間

を要し，それを満たしてもようやく50%削減の

シナリオしか作れない事実に，われわれはあら

ためて強い印象を受ける。しかもこのシナリオ

を実現するための条件整備期間であるはずの今

日，その条件がむしろ悪化している事実を考え

るならば，将来シナリオの内容はますます貧し

いものに書きかえられるようになるかもしれな

い。これが，国連軍縮理論が生んだ最も先進的

なプログラムの実態なのである。

目を大急ぎで民間の平和運動の方に転じよ

う。「軍事費を削って福祉に」 という転換の要

求は昔からある。しかしここでも70年代以降の

世界経済の動揺や軍拡の不経済感と結びつい

て，その要求にひとつの画期がもちこまれたよ

うにみえる。中でもイギリスのルーカス・エ

アロスペース社 the Lucas Aerospace Co. 

Ltd. ，の労働者たちによる転換運動が最も特筆

されるべきものであることは，世界中でこの問

題に関心ある者が一致して認めているといって

よいだろう。上述の国連事務総長の81年報告に

44)両陣営が攻撃兵器からでなく全兵器共同歩調での
50%削減をするときには， スウェーデンの軍縮は
40%にとどまらざるをえないといい，それを別に
シナリオEとして作成している。 (ibid.，Chapter 
8， pp. 235以下)

も，ルーカスの実践例が特記されている 45)。昨

年アメリカで経済転換計画を多角的に論じた著

書(論文集)が刊行され，その第E部が転換に

かんするケース・スタディにあてられている

が， ここでも中心はルーカスの事例である的。

ルーカス社は航空機装備(燃料装置，飛行制

御装置，計器装備，電気装置など)の生産では

ヨーロッパ最大の会社である。 1982年時点で、イ

ギリス圏内に15工場をもち，生産物の約50%が

軍需関連である。 1970年に労働者は18，000人い

たが， 71拘O年代の昔境をへて8位2年に1ロ2，0∞O∞O人までで、
減少している 4刊7り〉

/ルレ一カス労働者の運動は， この人員削減に抗

して生れたのである。ノレーカスには10以上の職

種別組合があり各組合が別々に全国組織に加盟

しているが，ノレーカス社の「合理化」政策に抗

して作られたルーカス社職場代表合同委員会

(Combine Shop Stemard's Committee) 

が，次第に正規の労働組合組織よりも強い指導

力を発揮するようになる。 70年当初の合同委員

会の運動は，首切り反対のストライキ，年金闘

争などだったが，この闘いを通して労働者の経

営者不信が募ったようである。今の経営者にま

かせておけば，会社も駄目になるし人減らしも

止まることがない。そこで合同委員会はまず労

働党政権に働きかけて，同社の固有化の道をひ

らこうとした。同社はそれまでにすでに国から

数百万ポンドの援助を受けていた。先端技術設

備と多数の技術者を擁し，イギリス自身にとっ

ても重要企業である。労働党政府は航空機のエ

ンジン・フレーム部門までは固有化構想に含め

ていたが，ルーカス社が作るような部品は対象

外だったから，まずその構想の枠を広げさせよ

うとしたのである。

45) United Nations Study Series 5. op. cit.， sec-
tion 287. 
46) Gordon & McFadden， op. cit.， Part III は3
章に分れ 1が LucasPlan， 2が Economic
Conversion Activity in Western Europe 3が
McDonnell Douglas Projectとなっている。
47) H. Wainwright & D. Elliot， The Lucas 
Plan. 1982，p. 16. 



1986. 1 軍拡・軍縮の経済学 森 125， (491) 

この過程で合同委員会は，産業省、や企業経営

者に向けて自分たちのたてた企業戦略を示す必

要を感じた。また自分たちの技術や熟練がし、か

に社会に有用であるかをひろく訴える機会がふ

えた。ルーカスの各工場がもっ設備や技術それ

に財務計画にいたるまで，経営者に教えを乞わ

ねばならないことは，合同委員会(に結集した

労働者たち〉にはない。委員会の最高のリーダ

ーであるマイク・クーリは，むしろつぎのよう

に主張した。経営者の協力なしに会社は救えな

いが， しかしわれわれが経営者と同じ発想をす

るのでは独自の効果がない。経営者の利潤原理

に代って労働者は社会利益の視点から計画をた

てる必要がある， と48)。こうして生産転換が労

働者自身から続々提案されはじめ，それは1976

年1月に合同委員会の手によって 150項目に整

理され発表されたのである向。

これが会社にも既成の労働組合にも労働党政

権にも拒否され実現にいたらなかった事情， し

かしそれにも増して国内外に大きな注目を集め

支持の世論をひろげた事情， この運動がおのず

から平和運動に接近し，1軍需生産を平和・民需

の生産へJという運動の先進例と見倣されるに

いたる事情，等々については，ルーカス運動の

詳細な記録“TheLucas Plan"に詳しい(注

47の文献)。わが国では田代忠利氏による要領の

よい紹介もある問。私は田代氏の論文をほど平

和運動の関連論文として読んだのだったが，上

の著書 TheLucas Planをその後に読んで，

むしろ労働運動の新しい見事な実践としての面

に強い感銘を受けた。この本の副題も， “A 

new trade unionism in the making?" と

なっている。平和産業への転換という計画は，

48) ibid.， pp. 82-87. 
49)如上の設備と技術，技能を用いて，医療， 代替エ
ネノレギー，輸送，車のプレーキ装置， 海洋開発，
リモコン装置などに関する生産をするとL、う提案
である。

50)田代忠利「軍需産業を平和産業に一一ノレーカス・
エアロスベース労働者のこころみJ cr経済~ 1984 

年8月号)

この労働運動が最初から目ざした目標というよ

りは，運動の必然的な帰結だったのである。

むすび

わが国で現代の軍拡・軍縮問題を主題とした

文献の目録を作成するとき，そこに経済学の業

績が入ることは滅多にない。だがそうした研究

が強く求められていることは明らかである。木

稿は，従来の経済学研究とこの問題との聞に立

つで，四面あるいは四段階の連闘をつけてみた

ものである。人によっては，そのひとつ例えば

現代帝国主義論だけでほんらい上の四面のすべ

てがカバーされている，というふうに説くかも

しれないが，私としてはそのような点で方法や

体系の当否を争う気はない。以上の整理は，あ

る意味では便宜的なものである。重要なのは，

こうした問題のひろがりを知ったうえで，どこ

からどのように立ち入っていくかということな

のである。

この小論の原稿を実は私はほ X倍の分量で一

旦完成したが，今号の紀要の枚数制限のために

極度に圧縮せざるをえなくなった。そのため各

所で説明不足を痛感する。とくに第3，4節に

ついては他文献の紹介も含めて51九いずれ別稿

を準備したいと考えている。

51)昨年 (1984年) の6月22-24日にボストンで In.
ternational Economic Conversion Conference 
がひらかれ，アメリカ41州から 750人余， ほかに
インド，カナダ，イギリス，西ドイツからの参加
があったという。ここでも労働運動と平和運動の
活動家が一堂に会して，経済転換をめぐる討論を
したので、ある。この同じ6月の 14-16日に， モ
スクワでも米ソ共催(ソ連の Subcommittee
on Economics of the Academy of Science 
と合衆国の AmericanCouncil of Learned 
Socieites)で，経済転換にかんするシンポジュウ
ム Symposiumon Conversion from Military 
to Civilian Economyがひらかれた。近年，こ
うした情報を少しずつ得ることができるようにな
ってきている。 ConversionProgramにかんす
る文献目録も簡単なものだが作成されている。
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